




















































































































































































































































































































































































































































1965 12．0 10．5 十1．5 9
1975 14．6 12．3 十2．3 4
1977 15．5 12．8 十2．7 3
1978 15．8 12．3 十3．0 ・4
1980 ユ2．2 11．6 十〇．6・ 14
1981 11．5 11．3 十〇．2 18
1982 11．1 lLO 十〇．1 17
1983 10．8 11．1 （一〇．3） 24
1984 11．5 ・11．7 （一〇．2） 23
1985 1L7・ 11．6 十〇．1 18
1986 11．0 11．3 （一〇．3） 25
1987 11．7 11．5 十〇．2 ユ7

























カ　リフ　ォルニア（CA） 15．8 一20．1 一7．5
イ　　　　リ　　　ノ　　　イ　（IL） 一3．6 一2．6 一6．1
フ　　ロ　　リ　　ダ（FL） 一〇．6 一2．0 一2．6
マサチューセッツ（MA） 223 一17．5 0．9
全　　米　　平　　均 6．6 一5．1 1．2
ペンシルバユア（PA） 9．0 一5．7 2．8
ワ　シ　ン　ト　ン（WA） 8．2 一4，4 3．5
テ　　キ　　サ　　ス（TX） 5．1 一1．0 4．1
ミ　　ネ　　ソ　　タ　（MN） 7．7 1．2 6．5
ニ　ュ　一　ヨ　一　ク（NY） 13．4 一〇．3 13．1























































財　　　　　産　　　　　税 31．8 ユ5．0 20㌔9
連　　邦　　補　　助　　金 25．4 24．7 17．0
州　　　補　　　助　　　金 22．9 32．0 31．3
事　　　業　　　収　　　入 42 11．2 12．3
料　　　　　　　　　　　金 10．0 9．7 10．4
そ　　の　　他　　収　　入 5．6 7．5 8．1




財　　　　　産　　　　　税 12．3 5．6 7．1
売　上　税　　・　利　用　税 8．7 9．2 19．2
そ　　の　　他　　諸　　税 5．8 6．4 10．7
連　　邦　　補　　助　　金 11．3 10．3 2．3
州　　　補　　　助　　　金 6．9 8．8 5．3
経　常　サ　一　ビ　ス　料　金 25．0 3LO 3工．0
そ　　の　　他　　収　　入 30．0 32．2 34．4





























財　　　　　産　　　　　税 52．3 24．8 18．4
そ　の　他　地　方　収　入 2．3 2．8 14．4
連　邦　移　転　支　出　金 6．8 7．5 6．3
州　　　補　　　助　　　金 38．7 64．9 60．9















財　　　　　産　　　　　税 17．5 1L7 9．4
他の収入（使用料等） 44．2 51．0 54．8
連　邦　移　転　支　出　金 12．4 11．0 2．0
州　　　補　　　助　　　金 7．5 ’3．6 0．5
そ　　の　他　　の　収　入 18．5 22．7 33，3．






財　　　　　産　　　　　税 40．6 19．9 28．7
他　　の　地　　方　　収　　入 16．5 14．6 18．0
連　邦　移　転　支　出　金 28．2 39．6 L2
州　　　補　　　助　　　金 7．5 22．2 4．4
料　　　　　　　　　　　金 7．2 3．6 38．3
特　　別　　区　　基　　金 0．0 0．0 9．5
合　　　　　　　　　　　計 100 100 100
注）1．出典は表7に同じ。
　　2．非企業会計というのは，公園，図書館，警察，消防区などの非収益的な会計
　　をさす。
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営している。後者についても（表8－2），約4割を占めていた財産税収入が
2割台にまで減少し連邦移転支出金や州補助金も直後を除いて削減された。
これをカバーするものとして地方団体からの繰入金などや80年代末～90年代
にかけては使用料の徴収（有料化）へと進んでいる。また特別区基金が設け
られこれの活用によってまかなっている。
　この結果，各地方団体の発行する州特別許可のボンド（債券）の起債が著
しく拡大した。表9に見る通り特に都市での拡大が顕著である。
　表9　自治体債券（ボンド）の拡大　　・　　　　　　　　　　　　　（100万ドル）
1977－78 1981－821985－86 1989－90
都　　　　市
Jウンティ
ﾁ　別　区
363
P11
P25
580
X3
P40
2420
@99
Q04
4907
T73
R10
　注）CPS　report，　P，93
　これを，州・地方の経費についていくつかの事例を見よう。プロポジショ
ン13は公共支出の切り下げ運動でもあったが，図7はこの間のカリフォルニ
アの州・地方団体における人口10，000人当たりの公務員数の推移を全米と比
図7　州・地方団体における人口10，000人当たりの公務員数????
　Xs一一　1　一h1　／　　　s．　　　　一　’t
i　　　　　／　N　　　　L　　　　　t　　　　　1
N
　　全米平均
一一一・一一・一一 Jリフォルニア
　1972　1977　1978　1981　1982　1983　1984　1985　1986　1987　1988
注）Taxation　with　Representation，　p．39
　　（原典）California　Senate　Revenue　and　Tax　Committee，　Feb．1988，
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較したものである。全米では，1981－85年に470人前後に減少を見たが1986
年以降再び上昇し500人を超えるに至った。しかし，ガリフォルニァの州・
地方団体では1981年以降減少し，440～455人前後で推移した。
．財産税をはじめとする税源の急激な削減は，州・地方面体における公共支
出の効率化を強く要請した。カリフォルニアにおける市民1人当たりの一般
行政費（警備，電気，ガスなどの公益事業，図書館サ．一ビスその他の収益的
事業を除く）の予算は，197卜78年から1984－85年の期間に87％にカットさ
れた（15）。
　プロポジション13のカリフォルニアの地方政府財政に与える影響は，先に
も見た通り財産税の比重の大きいカウンティ財政と特に学校区の財政に大き
なインパクトを与えた。学校区の教員給与はカットされた。また，特別区で
は，使用料等の値上げ等で財政をまかなったのである。
　この間の州から地方団体へめ租税救済交付金の累計額は，表10に見る通り
　　　　　表10租税救済交付金の累計額（1977～1988／1989，100万ドル）
Proposition13
1ncome　Tax　lndexing
Inheritance　Tax
Unemployment　lnsurance
Renters　Tax　Credit
Inventory　Tax　’
1978　Tax　Credit
Disability　lnsurance
Home　Sale　Exemption
Unitary　Treatment
Elderly　Tax　Credit
Senior　Citizen’s　Property　Tax
Pre－1978　Relief　in　this　Period
　　　　　　　Tota1
120，900
40，123
　6，421
　4，170
　2，560
　2，596
　749
　411
　453
　183
　　93
　　2
11，052
189，713
注）出典は図6に同じ。
　（原典）Legislative　Analyst　1990．による。．
（15）　Lenny’Goldberg，　Taxation　with　Representation，　p．40．
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プロポジション13への1，209億ドルを筆頭に1，897億ドル余に達した（16）。これ
らのプ凸凹スを通じ，州コントロールの強化へと進んでいる。
むすびにかえて
　以上，1978年6月のプロポジション13成立以降のカリフォルニア州を中心
とした合衆国の地方税と地方財政の変貌について検討を加えてきた。まず，
　第1回忌財産税収入は，都市よりち準地方公共団体としてのカウソティと
特に学校区や特別区での激減となって大きなインパクトを与えた。
　第2に，これを補填するための都市の売上税・利用税その他諸税の増徴，
カウンティや都市，特別区の会計における使用料や料金収入の拡大，特別区
の非企業会計の有料化をもたらした。
　第3に，連邦補助金はあらゆる基礎的自治体でカットされ，州補助金は特
にカウンティや学校区などで拡大し，州からの基礎的自治体への財政コント
ロールが強まった。
　　　　　　　　　　　　　　　　ボンド　第4に，都市，カウンティなどの債券起債の拡大をもたらした。
　第5に，経費面でもカリフォルニアの州・地方の一般行政の支出抑制や公
務員数の削減へと進んでいる。特に学校区財政の財産税収入の削減と経費面
への影響が最も深刻で，州からの6割に及ぶ補助金を通じ，学校行財政への
著しい州権の強化が認められる。公共支出の削減が地方自治に及ぼす影響の
検討が今後必要である。
　1980年代までの「新しい州権」のもとでのカリフォルニアの州・地方の政
府間関係の変貌は，以上見たようなカウンティや特に学校区，特別区などの
財政危機，つまり都市よりも準地方自治体である上記地方団体への州の財政
コントロールの拡大となって現われているということであろう。中産階級の
（16）　ibid．，　p，15，
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要求に始まる税軽減運動が，経費の削減，諸料金の拡大等を通じて中下層の
市民にはどのようなインパクトを与えたのかの検討が今後必要とされるだろ
う。
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